
 

国分寺市住民主体型サービス事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国分寺市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則

（平成29年規則第５号）別表第１に規定する訪問型サービスＢ及び通所型

サービスＢ（以下「サービス事業」という。）を行う者に対し、国分寺市

住民主体型サービス事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するこ

とについて、補助金等の予算の執行に関する規則（昭和47年規則第12号。

以下「補助金等規則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定める

ものとする。 

 （補助対象団体） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象団体」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 特定非営利活動法人その他の営利を目的としない法人であって、市内

又は立川市、府中市、小金井市若しくは国立市に活動拠点を有するもの 

(2) 原則として、団体の構成員（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

（昭和46年法律第68号）第37条（指定等）に規定するシルバー人材セン

ターにあっては、登録された会員を含む。）が５人以上であって、その

過半数が市内に住所を有すること。 

(3) 介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の62の３

（法第115条の45第１項の厚生労働省令で定める基準）第２項に規定す

る基準を満たすと市長が認める者 

(4) 次に掲げる介護予防に資する活動又は生活支援サービス（洗濯、掃除、

調理、買物、ごみ出し等の日常生活の支援に関するサービスをいう。）

の提供について、市民を対象として３年以上の実績がある者 

 ア 体操や運動による健康づくりに関する活動 



 

イ 食事、レクリエーション、趣味活動等を通じた日中の居場所づくり

に関する活動 

ウ 定期的な交流会、サロン、会食会等の開催による心身の活性化のた

めの活動 

エ その他市長が認める活動 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金

の交付の対象としない。 

  (1) 宗教の教義の布教等を主たる目的とする団体 

  (2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目

的とする団体 

３ 補助金の交付の対象となる期間は、初めて交付を受けた年度から起算し

て３年までとする。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第３条 補助金の対象となる経費は、サービス事業を新たに実施する場合に

要する経費とし、当該経費の費目、内容及び補助金の額は、別表に定める

ところによる。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、国分寺市住民主体型サービス

事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

(1) 補助対象団体の概要を説明する書類 

 (2) 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）の業務に

直接従事する従事者の名簿 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、当該申請の内容を審査



 

し、交付することと決定したときは国分寺市住民主体型サービス事業補助

金交付決定通知書（様式第２号）により、交付しないことと決定したとき

は国分寺市住民主体型サービス事業補助金不交付決定通知書（様式第３ 

号）により当該申請をした者に通知する。 

（変更の承認） 

第５条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定団体」という。）

は、当該決定の額を変更しようとする場合は、国分寺市住民主体型サービ

ス事業補助金変更等承認申請書（様式第４号）を提出し、市長の承認を得

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、当該申請の内容を審査

し、承認することと決定したときは国分寺市住民主体型サービス事業補助

金変更承認決定通知書（様式第５号）により、承認しないことと決定した

ときは国分寺市住民主体型サービス事業補助金変更不承認決定通知書（様

式第６号）により、当該申請をした者に通知する。 

３ 交付決定団体は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、

別に定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 

（実績報告の必要書類） 

第６条 交付決定団体は、補助対象事業が完了したとき又は補助金の交付の

決定に係る会計年度が終了したときは、国分寺市住民主体型サービス事業

補助金実績報告書（様式第７号）に補助対象事業に係る決算書を添えて市

長に提出しなければならない。 

 （額の確定） 

第７条 市長は、前条の規定による実績報告があった場合は、その内容を審

査し、適当と認めるときは、補助金の額を確定し、国分寺市住民主体型サ

ービス事業補助金額確定通知書（様式第８号）により、当該交付決定団体



 

に通知する。 

 （交付決定の取消し） 

第８条 市長は、交付決定団体が、次の各号のいずれかに該当する場合は、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 補助対象事業を市長の承認なく中止又は廃止したとき。 

 (4) その他補助金等規則又はこの要綱に違反したとき。 

２ 前項の規定による取消しは、国分寺市住民主体型サービス事業補助金交

付決定取消通知書（様式第９号）により行う。 

（帳簿等の整備） 

第９条 交付決定団体は、事業の収支を明らかにした帳簿及び証拠書類を整

備しなければならない。 

２ 交付決定団体は、前項の帳簿及び証拠書類を、補助金の交付に係る年度

の終了の日から５年間保存しなければならない。 

 （委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

費目 内容 補助金の額 

研修受講費 研修の受講料 補助対象となる経

費の合計額。ただ

し、当該年度の上

報償費 講師等謝礼 

会議費 会議に伴う会場費 



 

消耗品費 サービス事業に使用する消耗品費 限額は、訪問型サ

ービスＢにあって

は120、000円、通

所型サービスＢに

あっては84、000

円とする。 

印刷製本費 チラシ、ポスター等の印刷製本費 

通信運搬費 郵便代等 

備品購入費 サービス事業に係る備品購入経費 

保険料 行事等の保険料 

旅費 講師等の交通費、宿泊費等 

その他 市長が特に必要と認める経費 

 


